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1　いまなぜポートランドなのか
　ポートランドはアメリカ西海岸のオレゴン
州北西部に位置し、人口は州最大の約65万人
だが、日本でもよく知られているシアトルや
サンフランシスコほどの大都市ではなく、中
規模のいわば地方都市である。そんな地方都
市に近年、多くの人々が移住し、人口が年々
増加している。興味深いのは、移住してくる
人たちの多くが、比較的高学歴の若者である
ということだ。なぜ彼らはポートランドにやっ
て来るのか。
　日本人の感覚からするとやや奇異な感じが
するが、ポートランドにやってくる若者は、
仕事を見つけてから移住するのではなく、移
住してから仕事を探すことが少なくない。彼
らがポートランドに移住する主たる動機は、
仕事よりもまずポートランドのライフスタイ
ルを享受したいという思いがあるからである。
緑豊かなまちに立ち並ぶレストラン脇のテラ
ス席でまだ明るい時間から地ビールや地元ワ
インを片手にくつろぐ人々、コーヒー豆の焙
煎や有機栽培にこだわったカフェでコーヒー
を楽しむ人々、ファーマーズ・マーケットで
旬の農産物や手づくりのパン、スイーツを前
に店主からこだわりを聞きながら味見をする
買い物客などは、どれもポートランドを象徴
する光景である。
　まちの中心部から車で１時間半ほど走れば
美しい山や海にアクセスできることや、他の
大都市に比べて生活費が安いこともさること
ながら、やや風変わりでユニークな考えを持っ
た人に寛容であることもポートランドの魅力
の１つである。日本では雇用を創出するため

に、域外から企業を誘致することがよくある
が、ポートランドではまず前述のようなライ
フスタイルを求めてクリエイティブな人たち
が集まり、そこに良質の労働市場が生まれ、
有能な人材を求めて企業が後からやってくる。
ポートランドには、多様なイノベーションの
機会があるといわれるゆえんである。
　今日ほどの人気ぶりが当初から見込まれて
いたわけではないが、ポートランドでは将来
の人口増加とそれに伴う無秩序なスプロール
化を抑制するために、70年代末からコンパク
トな都市形態を目指す取り組みが行われてき
た。州政府が都市圏内を取り囲むように「都
市成長境界線（UGB）」を設け、都市開発は
その内部に限定し、農地や自然の保全すると
いうものである。これによって農家は安心し
て農業を営み、都市部で暮らす人々に産地直
送で旬の農産物を届けることができる。日本
のコンパクトシティの取り組みには、まったく
と言ってよいほど見当たらない視点である。
　また、日本では都市機能をまちの中心部に
集め、周辺部に住む人たちを中心部に誘導し
ようとしているのに対して、ポートランドで
は周辺部に暮らす人たちが中心部に集約され
た都市機能にアクセスできるように公共交通
を整備しようとしている点でも異なる（川勝
2011）。都市圏内にはバスや路面電車を中心
に公共交通のネットワークが整備され、高齢
者や体の不自由な住民にはLIFTと呼ばれるド
ア・トゥ・ドアの交通サービスもある。トラ
ンジットセンターや路面電車の駅には24時間
無料の駐車場や自転車専用ロッカーが設置さ
れ、公共交通のない区域からの乗換えも可能
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にしている。自転車をバスや路面電車に乗せ
ることもできるので、出発地と目的地の両端
末で自転車を利用することもできる。ポート
ランドのコンパクトシティの取り組みは、単
にインフラ整備の効率性を高めるというより
も、むしろ中心地と周辺地を結ぶ持続可能な
地域づくりとして行われているのである。

2　住民自治を支える制度
　ポートランドが注目されるのは、前述のよ
うなまちづくりを歴史的に住民主体で行っ
てきたという点にある。ポートランド市で
は、古くから住民参加が条例で義務付けら
れており、特徴的なのが日本の町内会や自
治会に類似した「近隣組合（Neighborhood 
Association）」制度である。ただし近隣組合は、
①市に公式に認定された組織であること、②
世帯単位ではなく、個人単位であくまで自主
的に加入すること、③運営資金として市から
毎年一定額が支援されることなどから、厳密
には日本の町内会や自治会とは異なる。
　近隣組合は2018年12月時点で市内に94あり、
それぞれが７つある「地区連合（Neighborhood 
Coalition）」 の い ず れ か に 属 し て い る。 市
の「コミュニティ・市民生活局（Office of 
Community & Civic Life: OCCL）」は、近隣
組合や後述する他のコミュニティ団体にリー
ダーシップの養成や技術的な支援・助言を行っ
ている。各地区連合にはOCCLから職員が派
遣されているが、地区連合は市の出先機関で
はなく、あくまで独立した
NPOとして、各近隣組合と
市の橋渡し役を担っている。
つまり、近隣組合→地区連合
→OCCL（市）という重層的
な構造によって、住民の声が
ボトムアップで吸い上げられ
る仕組みになっている。
　近隣組合は、地域の土地利
用や低所得者向け住宅に関す
る提案など、行政の仕事を部
分的に担っている。つまり市
は、近隣組合に義務や役割を
与えていることになるので、
近隣組合は市に対してモノを

言う権利がある。他方で、会議は厳しく公開
が義務付けられ、前もって会議開催の案内を
出すなど、細かいガイドラインが定められて
いる。つまり、住民自身に近隣住区のマネジ
メントに対する責任が生じるので、結果とし
て地域に誇りを持つようになるという。
　ポートランド市は、議会と行政の関係も実
にユニークである。アメリカでは、議会が行
政の専門家（事務方のトップ）を任命し、議
会が決定した政策を実行する責任と義務を全
面的に委ねる「シティ・マネージャー制」を
採用する自治体が多い。ところが、ポートラ
ンド市は全米の大都市では唯一、1913年に住
民投票で決定した「コミッショナー制」を今
も採用している。コミッショナー制とは、議
員が行政各部局のトップを兼ねるコミッショ
ナーを担うというものである。議員はわずか
５名しかおらず、そのうち１名が市長も兼ね
る。選挙で選ばれた５名のコミッショナーに
は、それぞれ各部局の担当が決まっており、
そのトップも任される（図１）。
　ポートランドの人たちは、なぜこのコミッ
ショナー制を好んで採用しているのであろう
か。コミッショナー制のメリットは、その革
新性や効率性にある。コミッショナーとして
各行政部局のトップを兼任する議員は、その
リーダーシップによって担当部局の革新的な
取り組みを後押しできる。またコミッショナー
が部局間の調整役を果たせることや、部局の
独自性を重視することで迅速に住民に対応で

出所）City of Portland, Oregon, FY2019-20 Adopted Budget , p.20 より作成。

環境サービス局 
公正＆人権局 

コミッショナー 
（公益事業） 

 

Amanda Frintz 

コミッショナー 
（公共事業） 

 

Nick Fish 

市長＆コミッ
ショナー 

（行財政） 
 

Ted Wheeler 

コミッショナー 
（広報） 

 

Jo Ann 
Hardesty 

コミッショナー 
（公安） 

 

Chloe Eudaly 

水道局 

警察 

住宅局 

計画＆持続可能性局 

緊急管理局 

開発サービス局 

総務＆財政局 

政府関係局 

予算局など 

交通局 

消防＆レスキュー 

消防＆警察、 

障害＆退役 

緊急通信局 

コミュニティ 

＆市民生活局 

開発サービス局 

監査役 
 

Mary Hull 
Caballero 

選挙 

監査 

記録 

公聴会 

オンブズマンなど 

市議会 

ポートランド市民 

図１　ポートランド市の行政組織体制



42	 国際文化研修2019秋　vol. 105 	 国際文化研修2019秋　vol. 105 43

きることなども、そのメリットといえよう。
　一方、デメリットとしては、部局の予算審
議が政治化してしまうこと、タテ割り行政が
強くなること、議員が５名しかいないために
地域の声を代表する政治家がいないことなど
があげられる。それでもポートランドの人た
ちがコミッショナー制を選択するのには、い
くつかの理由が考えられる。１つ目は、事実上、
５名の市長がいるかのような仕組みによって、
市長への権限集中を防げるということ。２つ
目は、各コミッショナーの担当分野が明確で
あるために、誰に何を申し出ればよいかがわ
かりやすいということ。そして３つ目は、地
域を代表していることよりも、自分たちの求
めに対応してもらえることを重視しているこ
とである。

3　住民自治の衰退と再生
　ポートランドには前述の近隣組合以外にも、
予算の編成過程や地域の人たちのニーズを汲
み取るプロセス、近隣地区の土地利用のあり
方を考える計画づくりなど、住民にとって重
要なことを決めるプロセスに住民が参加でき
る公式のチャンネルが無数にある。ポートラ
ンド州立大学のスティーブ・ジョンソン特任
教授は、そのような制度化された「話し合い
の場」を“civic infrastructure”と呼んでいる。
80年代には、重要な意思決定のプロセスに住
民が参加すべきという文化が発展し、アメリ
カのタフツ大学の研究グループによって、ポー
トランドは参加民主主義のベスト・プラクティ
スの１つとして評価され、一躍注目されるよ
うになった（Berry et al, 1993）。
　またロバート・パットナムは、彼の著書『孤
独なボウリング』において、アメリカでは社
会関係資本が衰退していると述べているが、
その後に出版された『Better Together』では、

「そのような傾向はポートランドでは見られ
ない」ことを明らかにしている（Putnam and 
Feldstein, 2004）。例えば、公聴会への出席者
数や行政改革団体への加盟者数の割合などを
見てみると、1974年時点ではポートランド市
も他の同規模都市とほとんど変わらないが、
1994年になると、他の同規模都市ではいずれ
もその割合が低下している中、ポートランド

市だけはむしろ上がっているという。
　こうした実証研究の成果もあり、ポートラン
ドは名声を得るようになったわけだが、その後
も栄光の時代が続いたわけではない。実は90年
代に入ってから2000年代の初頭にかけて、ポー
トランドの住民自治は大きく低迷している。
それはなぜか。当時の市長やONI（OCCLの前
身で、Office of Neighborhood Involvementの
略称）のコミッショナーが住民参加に消極的
であったこと、財政状況が悪化して近隣組合
を支援する財源が削減されたことなどがきっ
かけとなって、前述したcivic infrastructure
が年々減少していったことが、その主な原因
とされている（Johnson, 2002）。
　また当時の市の職員には、「住民参加は意思
決定を停滞させる」、「近隣組合は幅広い住民
の声を十分に代表できていない」という住民
参加に懐疑的な意見が少なくなかった。一方、
近隣組合の活動家たちからは、「重要な決定が
なされるもっと前の段階から参加させてほし
い」という声が、また近隣組合以外のコミュ
ニティ団体の人たちの間では、「近隣組合での
話し合いは、白人や住宅所有者、中間層に支
配され過ぎている」という声が高まっていた。
　このような不満が噴出した背景には、白人
以外の人種が増えてきたことと無関係ではな
い。ポートランドはリベラルな土地柄だが、
もともと白人が多く、今日でもその割合は
70％以上を占めている。そのため、白人以外
の人種、さらには移民・避難民、若者やホー
ムレスなど、住民参加の経験に乏しい人たち
の声をどう汲みあげていくのかが大きな課題
になってきたのである。
　ポートランドの住民自治を支えてきたシス
テムは、今もなお近隣組合が基盤にある。し
かし私たちは、人種や民族によるコミュニティ
以外にも個々人の価値に基づいて、様々なコ
ミュニティに属している。例えば、環境団体
やスポーツ団体、文化・芸術団体のようなコ
ミュニティに属している場合もあるだろう。
つまり、地理的な範囲で区分されたコミュニ
ティのみが、私たちが属するコミュニティの
すべてではない。だとすれば、近隣組合以外
にも多様に存在するコミュニティを巻き込ま
なければ、特定の人たちの声だけが反映され
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る住民参加になってしまう。そういうことが
問われるようになったのである。
　ポートランドの住民自治は、2005年にトム・
ポッターが新市長に就任したことをきっかけ
に、再び息を吹き返し始めた。彼はコミュニ
ティと行政の協働の可能性を模索する「コミュ
ニティ・コネクト」と呼ばれるコンセプトを
打ち出し、①コミュニティに参加する人たち
の数と多様性を高めること、②コミュニティ
の力量を高めること、③公共の意思決定にコ
ミュニティが与える影響を高めることが、そ
の目標として掲げられた。こうした姿勢はそ
の後の市長にも受け継がれ、ポートランドでは
計画の策定段階から住民が参加できるオープ
ンな意思決定が進められるようになっている。
　また2010年からは、これまで伝統的に関
わりのなかったコミュニティ団体を巻き込
み、知識や経験の少ない人たちが行政と一緒
にまちづくりを行うための次世代リーダーを
育成する「多様性及び市民リーダーシップ

（Diversity and Civic Leadership: DCL）」 プ
ログラムが行われている。OCCLは近隣組合
を束ねる７つの地区連合だけでなく、ネイティ
ブアメリカンや移民・避難民など他のコミュ
ニティ団体ともパートナーとなり、各団体が
求める活動を協働しながら実現させる事例も
増えてきている。

4　ポートランドから何を学ぶべきか
　以上のように、ポートランドは紆余曲折を
経ながら半世紀以上かけて今日のまちをつく
り上げてきた。そして今もホームレスの増加
やジェントリフィケーションなど、少なくな
い課題を抱えている。したがって、私たちが
ポートランドから学ぶべきは、その結果では
なく、まちづくりに関わるあらゆる人たちが
重ねてきた議論のプロセスである。
　ポートランドには人びとが集まる公共的な
場所や機会、civic infrastructureが数多くあ
る。そうした話し合いの場では、単に自分の
主張や極端な意見を述べるのではなく、互い
に合意を求めて話し合う。合意点に達したら
一緒に行動を起こす。ポートランドでは、住
民がそういう主体的な存在として位置づけら
れている。もちろん、実際に行動に移すとな

ると、住民はもとより行政にとっても容易な
ことではない。時間も労力もかかる。何より
本気でやるには覚悟がいる。しかし、そのよ
うに住民と行政が互いに学習して成長し合い
ながら地域社会の力量、いわば自治力を高め
ていくことが、結局は行政自身のパフォーマ
ンスを高めていくことになることをポートラ
ンドの事例は示唆しているように思われる。
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